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テクノロジーを駆使することによって新たな
金融サービスを次々と生み出しているFintech
（フィンテック）において、Bitcoin（ビットコイン）
の中核技術として生み出されたブロックチェー
ンが、様々な用途へ応用でき得ると注目されてい
る。インターネット以来の革命とも言われるブ
ロックチェーンの技術や業界動向、先進事例など
から、社会にもたらす影響とビジネスへの可能性
を考える。

　仮想通貨（あるいは暗号通貨）「ビットコイン」には、中央
銀行などの公的な発行機関が存在しない。また、支払いは当
事者間で直接やり取りされ、銀行やクレジットカード会社
も存在しない。これは仮想通貨が、テクノロジーのみで従来
の発行および仲介機関と同等の信用を実現しているからで
ある。こうした第三者機関の介在なしに安全な取引を行う
には、二重支払いや改ざんなどの不正行為を抑止し、また第
三者機関の役割を利用者間に分散する技術が必要である。
その中核になっているのが「ブロックチェーン」と呼ばれる
技術である。すべての取引履歴を従来の第三者機関が一元
的に保持していた中央集中管理から、利用者間で共有する
「分散台帳（データベース）」による分散管理へ、従来の信用
構造を大きく変える技術である（図1）。
　ブロックチェーンは進化の過程にある技術であり、社会
インフラになるとしても時間がかかるとの見方が一般的で
あるが、仮想通貨にとどまらず、後述する「スマートコント
ラクト」によって、あらゆる産業分野における次世代プラッ
トフォームになり得ると期待されている。ウェブブラウザ
Netscape Navigatorの開発者として知られ、現在はシリ
コンバレーのベンチャーキャピタルを率いるマーク・アン
ドリーセン氏は、「1975年のパーソナル・コンピュータ、
1993年のインターネット、そして2014年のビットコイン」
と述べ、ブロックチェーンがインターネット以来のインパ
クトであると言及するほどである。

　ブロックチェーンは2008年、暗号理論に関するメーリ
ングリスト上で「Satoshi Nakamoto」

※1

と名乗る人物が発
表した論文「Bitcoin: A Peer-to-Peer Electronic Cash 

■図1 中央集中管理から分散管理（ブロックチェーン）へ
出典：経済産業省「ブロックチェーン技術を利用したサービスに関する国内外動向調査報告書」

第三者機関を不要にする分散管理

ビットコインにおけるブロックチェーンの仕組み

次世代プラットフォーム
として期待される
「ブロックチェーン」

※1 本名かどうかも含め、当該人物の正体は不明
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System」で提唱された分散データベースの仕組みである。
その後、多くの開発者によって機能の改良や追加が行わ
れ、多様なブロックチェーンが生まれているが、ここでは
論文に書かれている仕組みを見ていく。
　ブロックチェーンは、約10分ごとに作成される世界中
の取引（トランザクション）をまとめたブロックを、直前の
ブロックと鎖（チェーン）状につなげて記録していく。作
成されたブロックには、個々のトランザクションのタイ
ムスタンプ（トランザクションが発生した時刻）と、集めた
トランザクションからハッシュ計算で求めるパラメータ
（Nonce）、および直前のブロックの内容を示すハッシュが
記録される（図2）。
　ブロックチェーンは、次のような手順で更新される。ト
ランザクションの管理には複数のコンピュータ（ノード）
が参加しており、新しいブロックの作成に成功したノード
が、その情報を全ノードへ一斉通知する。通知を受け取っ
たノードは新たに追加されたブロックの正当性を確認し、
問題がなければ自分のブロックチェーンに追加する。この
時の、新しいブロックを作成するための合意（コンセンサ
ス）形成のアルゴリズムとして、ビットコインは次のよう
な「PoW（プルーフ・オブ・ワーク）」を採用している。新
しいブロックの作成に必要な計算に平均10分かかるよう
に設定されており、最初に計算できたノードが最も計算資
源を投入したと見なされ、新しいブロックを作成する権利
を得るというルールである。このノードには報酬として、
新規に発行されたビットコインと取引手数料（一部の利用
者が支払う手数料から充当）が与えられることから、「マ
イニング」あるいは「採掘」とも呼ばれる。

　ブロックチェーンでは、たとえ過去のデータを改ざんし
ようとしても、変更するとブロックのハッシュ値が変わる
ため、それ以降のすべてのブロックのハッシュ値を全ノー
ドで変更し、かつその変更を、常に発生する新規ブロック
作成を超えるスピードで成功させなければならず、これは
事実上困難となっている。また、暗号化技術としてはハッ
シュ値のほか、トランザクションを発生させた本人の証明
や、自分のビットコインを貯めておくウォレット（財布）の
アドレスに公開 暗号および電子署名を採用している。
　このように複数の技術で実現されているブロック
チェーンは、P2P（ピア・ツー・ピア）ネットワークを利
用して台帳を共有することで中央管理を必要とせず、改
ざん耐性に優れたデータ構造を有している。また、中央集
中型のシステムには単一障害点

※2

が存在するが、ブロック
チェーンの場合は複数のコンピュータに障害が発生して
もシステムを維持できる可用性を備えている。ブロック
チェーンを採用し、OSS（オープン・ソース・ソフトウエ
ア）として開発されたビットコインは、2009年1月から運
用を開始。全トランザクションを記録したデータベースの
サイズは約50GB

※3

になり、運用が開始されて以降、改ざんな
どの被害を受けることなく取引が継続されている

※4

。

　ビットコインにはもちろんデメリットもあり、10分ご
とにブロックを作成するためデータの確定に時間がかか
る。また、多数のノードで情報を共有しながら処理するた
め、大量のデータを処理しにくい（ビットコインのトラン

■図2 ブロックチェーンの概念図 ■図3 ブロックチェーンの種類

デメリットを改善する
新たなブロックチェーンの開発

※2 中央サーバなど、システム内のある要素で障害が発生すると、システム全体で障害を引き起こす要素
※3 経済産業省 FinTech研究会 第2回（2015年10月16日開催）配布資料より
※4 2014年に発生した、マウントゴックス取引所（MTGOX）の破綻は、ビットコインそのものの問題ではなく、ビットコインの取引を仲介するシステムの問題である
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ザクション処理は1秒あたり7回が限界とされる）。さらにト
ランザクションが公開されているため、どのウォレットに
いくら送金されたかが他の利用者から閲覧できるほか、秘
密 を盗まれて他人のコインを使われるリスクもある。
　しかしながら、ブロックチェーンの改ざん耐性に優れ可
用性が高いというメリットは、従来多くの情報システムに
求められコストをかけて実装・維持してきたものである。
そのため、金融機関やICT企業、ベンチャー企業を中心に、
例えばPoWとは別のコンセンサスアルゴリズムを採用し
てブロックの生成時間を短縮するなど、情報管理における
汎用的な技術としての新たなブロックチェーンに取り組
む「ビットコイン2.0」が進んでいる。
　この流れの中で、中央管理者を置くことが前提とされる
ブロックチェーンも登場している。ビットコインのような
「パブリック型」に対して、複数の管理者を置いて特定多数
の企業が参加する「コンソーシアム型」、組織内での利用を
想定した「プライベート型」といったものである（図3）。特
に金融機関では、ブロックチェーンのメリットを活かすこ
とで新たな金融サービスの創出やコスト削減を図るべく、
コンソーシアム型やプライベート型による従来システム
の再構築に注目している。

　ブロックチェーンを構成する技術には、P2Pネットワー
ク、分散台帳、暗号化、コンセンサスアルゴリズムのほかに
もう1つ、「スマートコントラクト」という重要な技術があ
る。ブロックチェーン上のエージェントとして“契約”をプ

ログラム化して自動実行させる技術で、これを活用するこ
とで仮想通貨のような数値に限らずあらゆるモノの移動
履歴を管理することが可能になる。
　ビットコインに次ぐ時価総額シェアを持つ仮想通貨
「Ethereum（イーサリアム）」は、不動産や株式、著作権な
どの契約を記録できる。仮想通貨としてよりも、スマート
コントラクトによってイーサリアム上に様々な契約のプ
ログラムを配置し、分散型アプリケーション（DApps；
Decentralized Applications）のプラットフォームとな
ることに主眼を置いている。その一例が、IBMがサムスン
電子とイーサリアム上で進めているIoTプロジェクトであ
る。家庭用洗濯機が洗剤残量を自動感知すると、自動的に
発注書を作成・発注し、それを受けて洗剤メーカーが洗剤
を発送し、決済も行われる。このように、ルールに従って安
全かつ第三者の介入なしに一連の業務の自動実行を可能
にするブロックチェーンは、私たちの暮らしをも変える可
能性を持っている。
　このほか、Linux Foundationが中心となって設立し
た「Hyperledger（ハイパーレジャー）プロジェクト」（富
士通もプレミアメンバーとして参画）は、企業間データ通
信システムにおけるデファクトスタンダードとしてのブ
ロックチェーン基盤の技術開発・推進に主眼を置き、基幹
システムや高信頼性システムへのブロックチェーン適用
に関わる検証をグローバルレベルで行っている。

　財やサービスの権利の所在と移転、取引や手続きの登録

■図4 ブロックチェーン技術活用のユースケース

モノの移動管理を可能にする
「スマートコントラクト」

登場し始めたブロックチェーン事例と
人材育成課題

出典：経済産業省「ブロックチェーン技術を活用したサービスに関する国内外動向調査報告書」
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などにブロックチェーンを活用した用途拡大は進んでお
り、すでに証券取引や国際送金、プリペイドカード、土地登
記等の公証、デジタルID、サプライチェーン、医療情報や
IoTなどでの事例が登場している（図4）。
　例えば、電子政府を推進しているエストニア共和国で
は、「X-Road」と呼ばれるクラウド上のシステム連携基盤
上に電子サービスを構築する分散アーキテクチャを採用。
この中でブロックチェーンは、改ざんが困難という特性を
活かして国民のID管理や医療データの記録などに導入さ
れている。
　Everledger（英・ロンドン）は、ダイヤモンドが産出さ
れてから購入されるまでを追跡し、ダイヤモンドの鑑定情
報や取引履歴、移転証明などをブロックチェーンを使った
システムで管理。購入者がダイヤモンドの真贋だけでなく
来歴も確認できるほか、APIの公開によって警察や銀行、
保険会社もデータ参照を可能にし、市場からの盗品排除や
ダイヤモンド自体の価値の引き上げにつながっている。
　三菱東京UFJ銀行は、2018年より、バンクオブアメリカ
やメリルリンチなど米欧豪の大手6行と連携し、ブロック
チェーン技術を利用した新たな国際送金サービスを開始
する。仮想通貨「Ripple（リップル）」を活用したこのサービ
スは、中継銀行を介さず送金先の銀行に直接送金され、即
時決済と手数料値下げが可能になる。
　また、テックビューロの「mijin（ミジン）」をはじめ、企
業がブロックチェーンを導入するための汎用プラット
フォームも登場しており、国内でも実用化が始まりつつあ
る。今後は開発の担い手不足が課題になってくると見られ
るが、ブロックチェーン推進協会（BCCC）が2016年8月
よりブロックチェーン技術を体系的に学べる「ブロック
チェーン大学校」を開講するなど、普及・促進の動きも出
てきた。

　富士通は、地方創生の実現に向けて、取り組みを推進す
る千葉県千葉市の後援、株式会社千葉銀行の協賛をうけ、
ブロックチェーン技術を活用した地域スタンプラリーの
実証実験を、2017年3月20日より千葉市中央区の千葉銀
座商店街を中心に実施。
　地域スタンプラリーは、地域の金融機関・地場企業や自
治体と連携し、その地域に縁のあるアニメ・スポーツ・観
光地・グルメなどのコンテンツを活用することで、地域に
人を誘致する。スタンプラリーのサービスを通じて、参加 〈監修〉編集委員　鈴木 龍明　日邦薬品工業㈱

● 富士通関連サイト
千葉市でブロックチェーン技術を活用した
地域スタンプラリーの実証実験を開始
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2017/03/16.html
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者の行動データを収集・蓄積し、分析。分析したデータは
個人を特定できないように加工した状態で地域の金融機
関・地場企業や自治体に提供していく。データを活用する
ことで、新商品の開発・マーケティングや、地方創生に活
用できる地域の周遊経路の最適化などが期待できる。
　また、スタンプラリーにブロックチェーン技術を活用す
ることで、履歴の変更が事実上困難になり、過去のすべて
の取引履歴が残り続けるという透明性と信頼性の高さを
実現し、コンテンツ利用料の精算管理、スタンプの発行管
理、参加者の動線把握などが行える。
　富士通は今後、日本全国の各地域で様々なコンテンツを
活用した地域スタンプラリーを実施し、地域の金融機関や
自治体とともに地方創生に積極的に取り組んでいく。

富士通の取り組み

■図5  地域スタンプラリーの全体イメージ
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